
（ ）

おおたかどや山送信所
周波数安定度：1.0×10^-12
（成果指標である周波数安
定度とは、国立研究開発法
人情報通信研究機構の維
持する原子周波数標準器に
より定められる周波数標準
値に対する偏差である。） 達成度 ％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

当初見込み

％

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 24年度

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

10^-14

26年度
目標最終年度

0

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

総務省設置法及び国立研究開発法人情報通信研究機構法の規定に基づき、周波数標準値の設定、標準電波の発射及び標準時の通報に関する事務の実
施に当たり、標準電波による無線局への高精度周波数の提供を行う。
具体的には、国立研究開発法人情報通信研究機構（以下「機構」という。）において周波数標準を設定し、「おおたかどや山標準電波送信所（福島県）」及び
「はがね山標準電波（佐賀県/福岡県）」から高精度な周波数を長波帯の標準電波として発射する。

目標最終年度

0 0

430 430

0

24年度 25年度

0.5

－

成果実績

目標値

-

単位

100％

24年度 25年度 26年度

26年度

25年度

100％100％

0.7

27年度活動見込

100％ 100％

周波数安定度

-

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

国家標準である標準周波数を定め、標準電波を発射し、無線局の周波数の較正等が行われることにより、無線局の適正な運用を図る。

前年度から繰越し 0 0

事業番号

標準電波による無線局への高精度周波数の提供 担当部局庁 情報通信国際戦略局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 技術政策課 　課長　野崎　雅稔

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名 Ⅴ－５　電波利用料財源による電波監視等の実施

主要経費

27年度

0

0

0 0 0 0

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

総務省設置法第4条第73号
国立研究開発法人情報通信研究機構法第14条第1項第
3号
電波法103条の2第4項第5号

関係する計画、
通知等

独立行政法人情報通信研究機構が達成すべき業務運営に
関する目標(平成23年3月2日決定)
同目標を達成するための計画(平成23年3月31日認可)

実施方法

0

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

0

0

446

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 496

その他の事項経費

おおたかどや山送信所　発射時間率：2局体制による標
準電波送信所施設の安定的な維持・運営を確実に実施
し、長波帯標準電波の発射によって高精度な周波数等を
提供する。

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）
98.3 98.1 98.3

- -

終了予定なし

活動実績

活動指標

10^-12

定量的な成果目標

翌年度へ繰越し 0

計

1 1 1

達成度 ％ 100％

510

ＩＴ戦略主要政策・施策

平成２７年度行政事業レビューシート 総務省

執行額

499 496 510 430 430

470 476

執行率（％） 89% 95% 93%

はがね山送信所
周波数安定度：1.0×10^-12
（成果指標である周波数安
定度とは、国立研究開発法
人情報通信研究機構の維
持する原子周波数標準器に
より定められる周波数標準
値に対する偏差である。）

周波数安定度

成果実績 10^-14 0.9 1

目標値 10^-12 1

平成１１年度
事業終了

（予定）年度

　 0124

年度27

27 年度

499

0.8

1 1 1 1

0.7

チェック



27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

電波利用技術研究開発等
委託費 430

計 430 430

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度

費　目

27年度活動見込

はがね山送信所　発射時間率：2局体制による標準電波
送信所施設の安定的な維持・運営を確実に実施し、長波
帯標準電波の発射によって高精度な周波数等を提供す
る。

活動実績 ％ 97.7 97.7 86.8

当初見込み － - - - -

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

年間執行額（円）÷２（局）÷8,760（時間（１年間））
（年間執行額を２局で除算し１局当たりのコストを算出
し、当該コストを年間時間で除算することで単位時間当

たりのコストを算出する。）

単位当たり
コスト 千円/時 25.5 26.8 27.2

計算式
千円/局/時
間

446,000÷2÷8,760 470,000÷2÷8,760 476,000÷２÷8,760

430



関
連
事
業

評価に関する説明

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか ○
平成11年郵政省告示第382号第６項第１号の規定による標
準電波の精度を十分に満たしている。

事業目的に即し真に必要なものに限られているかを確認し
て委託額を確定している。

事業名所管府省・部局名 事業番号

○

0126

平成24年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

‐

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

必要最低限の活動停止時間を除き、安定して継続した活動
を行っており活動実績は適切である。

安定して継続した活動により整備された施設は十分に活用
されている。

常駐する人員の合理化を図り、機材の更改計画の見直しを
行う等効率化に向けた工夫を行っている。

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

周波数の逼迫が社会的な問題となっているが、本事業によ
り無線局の周波数の較正等が行われることにより、無線局
の適切な運用が図られ、一層の周波数有効利用が期待さ
れることから社会のニーズを的確に反映している。

国家標準である標準周波数を設定し、標準電波を発射する
ことは、国が一元的に管理すべき性質のものである。

○

○

‐

○

関連する過去のレビューシートの事業番号

国家標準である周波数標準の設定及び標準電波の発射は、無線局の運用に必要であり、総務省設置法等の規定に基づき、安定的な運用を継
続する必要がある。また、高精度な周波数の維持は、標準時の通報に不可欠であり、国民生活に深く浸透している時刻を維持するためにも重要
な役割を果たしている。

事
業
内
容
の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に努めること。

消耗品費の見直し、資材購入費について資材更新の延期等を実施することにより、更なる経費の効率化を図る。

平成26年度

-

点検結果

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

本事業は電波の適正な利用の確保に関し無線局全体の受
益を目的としていることから公共性の高い事業であり、政策
目的の達成手段として必要かつ適切な事業であり、また電
波の適正な利用の確保は喫緊の問題であることから、政府
体系の中で優先度の高い事業である。

NICTにおいて機器購入見直し等運用体制を合理化しコスト
削減に努め一般競争入札や随意契約では公募を実施する
等適切な支出となるよう引き続き努めており、本事業の単
位当たりのコスト等の水準は妥当である。

資金は全てNICTを通じて支出され、正しく精査されているた
め合理的である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役割
分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

0121平成22年度

平成25年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

0124

0126

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事
業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

平成23年度

執
行
等
改
善

0125

受益者との負担関係は妥当であるか。

外部有識者の所見

改善の
方向性

総務省設置法等の規定に基づき国家標準である周波数標準の設定及び標準電波の発射を高精度、安定的かつ効率的に行うことができるよう
一層の努力を行う。

標準電波による周波数標準は無線局の周波数調整に利用
され、無線局全体の受益を目的とすることから電波利用料
を財源としており妥当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善



※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

総務省

476百万円

（標準電波による無線局への高精度周波数の提供）

【随意契約】

A. （独）情報通信研究機構

476百万円（一般管理費を含む）

（標準電波による無線局への高精度周波数の提供）

【随意契約

（少額）】

D.丸文（株）他2社

1百万円

（改造修理費）

【随意契約（公募、

少額）・一般競争入札】

B. 丸文（株）他11社

61百万円

（研究開発用機器購入費）

【随意契約

（公募、少額）】

C. 電気興業（株）他8社

61百万円

（保守費）

【随意契約（公募）】

F. 電気興業(株）他2社

262百万円

（その他特別費）

【随意契約（公募、少額、

競争性のない随意契約）】

E. (株)Orbital Communications他7社

48百万円

（光熱水費）



支出先上位１０者リスト
A.

B

雜役務費 電気興業(株）他

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックごと
に最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

A. (独)情報通信研究機構 E.(株)Orbital Communications

金　額
(百万円）

費　目 使　途費　目 使　途

262 光熱水費

光熱水費 (株)Orbital Communications他 48

金　額
(百万円）

H26高精度衛星双方向時刻比較用専用回線
サービス

21

保守費 電気興業（株）他 61 光熱水費 電波利用料等手数料（7局分） 0.4

丸文（株）他 1改造修理費

一般管理費 10% 43

機器購入費 丸文（株）他 61 光熱水費 電波利用料等手数料（大鷹戸谷局、JQ367） 0.1

B.丸文（株） F.電気興業(株)

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

機器購入費 衛星双方向時刻比較用モデム 13 雑役務費 送信設備等監視運用業務 254

計 476 計 21.5

C.電気興業(株) G. 

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

保守費
送信設備保守、電源設備保守、土木局舎設
備保守

36

計 13 計 254

計 36 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

D.丸文(株) H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

1 （独）情報通信研究機構 標準電波による無線局への高精度周波数の提供 476 随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 太陽計測（株） 標準電波送信所計測システムの調達 11 1 97.9％

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 丸文（株） 衛星双方向時刻比較用モデム 13
随意契約
（公募）

-

4 明星電気(株) 標準電波送信所の気象情報収集システムの更新 9 2 50.6％

5 （株）エー・ティー・アイ H26衛星双方向時刻比較用周波数変換器の購入 4 2 91％

3 日本通信機(株) 長波標準電波モニタ受信機の調達 10 1 99.6％

8 宇宙技術開発（株）
おおたかどや山標準電波送信所計算機更新に伴う計測システムソフトウェア
改修並びに検証

4
随意契約
（公募）

-

9 アンリツ（株） 標準電波送信所の無停電電源の調達 3 1 99.1％

6 （株）エー・ティー・アイ H26衛星双方向時刻比較用信号増幅器の購入 3 2 88.5％

7 （株）エー・ティー・アイ パラダイス社製屋外アンプ架台/AT14102901 0.1
随意契約
（少額）

-

12 （株）コイヌマ 計測システム用計算機他 0.9
随意契約
（少額）

-

13 （有）木村商店 計測システム用計算機 0.6
随意契約
（少額）

-

10 （有）セットジャパン 分配アンプHPDA-15RMi-C1の調達 0.9
随意契約
（少額）

-

11 （有）セットジャパン 分配アンプHPDA-15RMi-B 0.8
随意契約
（少額）

-

改造修理費 H26衛星双方向時刻比較用モデム修理作業 0.9

計 0.9 計 0

チェック



C

D

E

F

支出先上位10社リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

1 電気興業（株） 送信設備保守、電源設備保守、土木設備保守 36
随意契約
（公募）

-

2 宇宙技術開発(株) H26年度標準時計測システムソフトウェア保守及び管理支援作業 13
随意契約
（公募）

-

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

5 （有）木村商店 Red Hat ライセンスの更新（１年） 0.6
随意契約
（少額）

-

6 日本ｱｲ･ﾋﾞｰ･ｴﾑ(株) H26計測システム用計算機ハードウェア保守サービス 0.5
随意契約
（少額）

-

3 丸文（株） 高性能ｾｼｳﾑ原子時計メンテナンス 6
随意契約
（公募）

-

4 日本通信機(株) 標準電波送信信号発生系及びモニタ系保守点検作業 4
随意契約
（公募）

-

9 ﾚｯﾄﾞﾊｯﾄ(株) Red Hat Enterprise Linux 更新 0.2
随意契約
（少額）

-

7 九州電気保安協会 H26はがね山標準電波送信所電気設備点検保守 0.4
随意契約
（少額）

-

8 望月電機管理事務所 H26おおたかどや山電気設備点検保守 0.3
随意契約
（少額）

-

2 電気興業（株） アンプモジュールの修理 0.2
随意契約
（少額）

-

3 電気興業（株） アンプモジュールの修理 0.1
随意契約
（少額）

-

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 丸文（株） H26衛星双方向時刻比較用モデム修理作業 0.9
随意契約
（少額）

-

4 電気興業（株） おおたかどや山標準電波送信所の電源品質アナライザの修理 0.1
随意契約
（少額）

-

5 アンリツ（株） 電界強度測定器（ML428B）の修理 0.2
随意契約
（少額）

-

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3 (株)Orbital Communications 電波利用料等手数料（大鷹戸谷局、JQ367） 0.1
随意契約
（少額）

-

4 東北電力(株) 電気　長波局（東北） 9 随意契約 -

1 (株)Orbital Communications H26高精度衛星双方向時刻比較用専用回線サービス 21
随意契約
（公募）

-

2 (株)Orbital Communications 電波利用料等手数料（7局分） 0.4
随意契約
（少額）

-

7 NTT西日本(株) 西日本専用線 0.4
随意契約
（少額）

-

8 NTT東日本(株) 東日本専用線 0.4
随意契約
（少額）

-

5 九州電力(株) 電気　長波局（前原） 8 随意契約 -

6 (株)衛星ﾈｯﾄﾜｰｸ H26標準電波送信所衛星回線利用 7
随意契約
（公募）

-

9 (株)ｸｫﾘﾝｸｽ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ H26衛星双方向時刻比較用登録点検実施作業 0.2
随意契約
（少額）

-

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 電気興業（株） 長波帯標準電波送信所送信施設等維持監視運用作業 254
随意契約
（公募）

-

4 綜合警備保障(株) はがね山標準電波送信所画像付き電話対応作業 1
随意契約
（公募）

-

2 (株)ﾌﾗﾝｸﾘﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ 雷・気象・緊急地震情報提供ｼｽﾃﾑによる情報提供ｻｰﾋﾞｽ 3
随意契約
（公募）

-

3 綜合警備保障(株) おおたかどや山標準電波送信所警備作業 3
随意契約
（公募）

-

チェック


